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健康増進課健康増進課健康増進課健康増進課    

健康増進課は、地域保健法に規定する都道府県の役割に応じて、管内住民の健康増進・疾病予防を目的

として、研修・集団指導・健康相談・健康教育・医療給付・訪問業務等を行っている。また、多様化する

住民ニーズに対応したきめ細かい地域保健サービスの提供をすすめるため地域の関係機関との連携調整の

強化を図っている。 

 

 ＜健康増進係＞ 

１ 健康増進 

（１）健康づくり事業（生活習慣病対策） 

ア 地域職域連携会議の開催 

平成１９年度より「県民健康づくり推進事業」において健康づくり支援環境の整備を図る

ため「地域・職域連携会議」を開催している。 

当事務所では、管轄地域が広域であることから、「有明、大川、三潴地区」と「八女、筑

後地区」の２ヶ所で開催した。昨年に続き、統合後の管轄市町及び事業所間の情報交換を図

るため、業務担当者による実務者会議を事前に開催した。 

今年度の会議のテーマは、①「特定健診、保健指導の未受診者対策の取組みについて」、

②「職場における禁煙対策について」として、①については未受診者対策に向けた受診勧奨

の方法や事業所及び商工会等との連携への取組みについて、情報交換や協議を行い、保健指

導の実際についても協議した。②については、実際に禁煙対策の現状、支援等について協議

を行った。 

    また、今年度は糖尿病予防をテーマに実務者等合同研修会を開催した。 

地域職域連携会議実施内容 

回 地区（開催場所） 実施日 内  容 

１ 
市町実務者会議 

（柳川本庁舎） 
H23. 9.14 

１ 特定健診未受診者対策の進捗状況 

２ 健康づくりに関する情報交換 

２ 
有明・大川・三潴 

（柳川本庁舎） 
H23.12. 2 

１ 協議 

「健康づくりの取組みと健康課題」 

１) 特定健診、保健指導の未受診者対策の取組みについて 

２) 職場の禁煙対策について 

２ 情報交換 

３ 
八女・筑後  

（八女分庁舎） 
H23.12.13 

１ 協議 

「健康づくりの取組みと健康課題」 

１) 特定健診、保健指導の取組みについて 

・未受診者対策 

・モデル事業 

２) 職場の禁煙対策について 

２ 情報交換 

４ 

南筑後管内合同会議 

（筑後市役所会議室） 

実務者等合同研修会

（サンコア筑後） 

H24. 2.24 

１ 協議 

 １)「健康づくりへの取組みについて」 

・本年度のまとめ 

・今後の取組みについて 

２) 来年度の会議について 

２ 情報提供 

＊健康づくり従事者研修会 

「糖尿病予防～最新情報～」 
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イ 特定健診・特定保健指導についての取り組み 

各市町の未受診者対策、特定保健指導の実施内容及び事業所の保健指導にむけた取り組み

について、地域職域連携会議の中で情報交換を行った。また、地域職域連携会議ワーキング

グループでは、実際の担当者間で、各市町の特定健診・保健指導の具体的な実施内容や関係

機関との連携について課題の共有ができた。 

 

ウ 福岡県生活習慣病重症化防止事業 

慢性腎臓病等の生活習慣病の重症化防止を行うことにより、重症化による人工透析や心血

管疾患などの合併症を防ぎ、県民の生活の質の維持・向上を図ることを目的とする。 

本事業は、平成２３年度～２４年度のモデル事業であり、県内３ヶ所で展開され、当管内

では筑後市をモデル市とし実施している。 

特定健診結果等から生活習慣病の重症化が疑われる者を選定し、医療の必要な者へは受診

勧奨を行い、生活習慣の改善が必要な者へは個別保健指導を実施した。 

 

 

実施項目 実施者 取り組み内容 実施状況 

対 象者 の

選定 
筑後市 

事業実施要綱に基づき、対象者を

リストアップする。 

対象者 

年齢：４０歳～６９歳 

平成２３年度の特定健診結果か

ら下記のいずれか に該当する者 

 ①eGFR値：５０未満の者 

 ②尿蛋白（＋＋）以上 

 ③尿蛋白（＋）かつ尿潜血（＋） 

平成２３年度特定健診受診者数 

 ：３，０９２名 

対象者数 

 ：８３名 

受 診勧 奨

及 び個 別

保 健指 導

の実施 

医師連絡 

筑後市 

保健師５名 
（事業のための

臨時職員１名

含む） 

管理栄養士 

２名 

 

保健所 

保健師１名 
（事業のための

嘱託職員） 

①特定健診結果の説明 

②医療が必要な者への受診勧奨 

③事業説明 

④生活改善を希望する者は申込

書（同意書）記入 

⑤主治医意見書による指示確認 

⑥本人と行動目標決定 

⑦継続フォロー（約６ヶ月） 

①参 加 者 数：２６名 

（内、主治医指示確認済２６名） 

②不参加者数：５１名 

（連絡つかない者１０名含む） 

③そ の 他：６名 

（他疾患治療優先・透析中等） 

 

事 例検 討

会の開催 

保健所 

企画 

全体進行 

 

筑後市 

資料作成 

事例提供 

平成２３年１２月１４日 

平成２４年 ３月１５日実施 

 場所：市役所内 

 参加者：腎専門医 

地元医師会 

筑後市職員 

     保健所職員 

①全体の進捗状況報告 

②事例検討（２事例） 

③その他ｹｰｽについて質疑応答 

・保健師、管理栄養士から事例紹

介 

・専門医からの助言等 

①検査データの見方や病状の把握 

②かかりつけ医との連携及び専門

医への紹介の必要性と時期 

③保健指導内容に対する助言等 
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 健康増進(栄養･運動指導)                       （平成２３年度） 

個別指導延人員 集団指導延人員 

区分 栄 養 

指 導 

運 動 

指 導 

休 養 

指 導 

禁 煙 

指 導 
合 計 

栄 養 

指 導 

運 動 

指 導 

休 養 

指 導 

禁 煙 

指 導 
合 計 

実施数 128 0 0 141 405 179 0 0 554 1,543 

  

（イ）給食施設指導 

  給食施設に対して栄養効果が十分な給食の実施、給食担当者の栄養に関する知識の向上 

及び食品の調理方法の改善等について必要な助言及び指導を個別指導（巡回指導・書面指 

導等）や集団指導にて実施している。 

給食施設指導実施状況                                (平成２３年度) 

特 定 給 食 施 設 

区      分  １回１００食以上又は 

 １日２５０食以上 

 １回３００食以上又は 

１日７５０食以上 

その他の

給食施設 
合  計 

給食管理個別指導延施設数 １８９ ６７ ３１８ ５７４ 

給食管理集団指導延施設数 １１１ 

 

ウ 栄養士関係業務 

栄養士法に基づく管理栄養士養成施設学生の公衆栄養学実習の受け入れを行っている。また、 

管内に勤務する栄養士に対し、資質向上の場を提供し、人材の育成と連携の充実を図るため研 

修会を開催している。 

・学生実習受け入れ     平成２２年度      ９名  

・管内栄養士研修会     平成２４年２月２４日 ３８名  

 

エ 調理師関係業務（調理師研修会） 

調理師法に基づき調理業務に従事する者の資質の向上に資するための業務を行っている。 

 

オ 食生活改善推進事業 

      管内市町食生活改善推進会による地域での実践活動を効果的に展開するため、保健福祉環境

事務所単位食生活改善推進協議会である「南筑後食生活改善推進連絡協議会」に対する助言指

導を行っている。また、食生活改善推進員のリーダー再教育として開催する「食と健康教室」

は、健康づくりに関する知識と地域での実践方法等を習得することを目的に実施している。 

 

 

 

会場 実施日 内      容 参加数 

柳川 

本庁舎 
H24.1.20 

講義１ 「個々の機能に応じた食事」 

‶ 最後まで口から食べる″ 

講義２ 「スルー食(嚥下食)の取組み１０年」 

６４人 
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食と健康教室                       

会場 実 施 日 内         容 参加数 

八 女 

分庁舎 
H23.9.30 

講話１「食中毒を予防するには」 

講話２「東日本大震災における健康・栄養管理等の支援について」 

グループワーク：私たちの地域活動について 

３５人 

柳 川 

本庁舎 
H23.10.4 

 講義１「食中毒を予防するには」 

 講義２「減塩のコツ」 

     グループワーク：私たちの地域活動について 

３１人 

カ 外食栄養成分表示定着事業 

   外食料理や弁当に含まれる栄養成分の表示やヘルシーメニューを促進することで、外食利用 

者が個々人の状況に合った食事を選択できる環境をつくり、健康づくりを支援する。今後は新 

規協力店の指定と伴に既存協力店のフォローの充実が課題である。また、平成２０年度から「食 

の健康サポート店の指定」に向けて業者への啓発活動を行っている。  

     既存協力店舗数    ４３店舗（ヘルシーメニュー提供１１店舗） 

     食の健康サポート店数  ４店舗 

  

キ 専門的栄養事業 （平成２３年度） 

専門的な栄養相談と栄養情報提供のための相談窓口を設置している。 

①栄養相談件数（栄養情報提供） ４０５件   

  

 ク 糖尿病対策事業 （平成２３年度） 

   糖尿病対策を総合的に推進するため、糖尿病予防の重要性を啓発し、予備群対策並びに合併 

症対策を展開した。関係団体との連携推進が今後の課題である。 

   糖尿病予備群対策（地域巡回市民講座として実施） 

  内容：生活習慣改善のための出前講座  ４回   延人員  １３８名  

 

２ 保健事業 

（１）特定健診・保健指導事業の負担金申請に係る審査 

     平成２０年度から、市町村国民健康保険者が実施する特定健診・保健指導の負担金申請の 

審査を行い、負担金及び事業実施についての指導や助言を行っている。 

 

（２）健康増進事業の補助金申請に係る審査 

平成２０年度から、市町村が実施する健康増進事業の補助金交付申請の審査を行い、補助 

金及び事業実施について指導や助言を行っている。 

 

（３）がん検診推進事業 

平成２３年度から、市町村が実施するがん検診推進事業（子宮頸がん、乳がん及び大腸が

ん）の補助金交付申請の審査を行い、補助金及び事業実施について指導や助言を行っている。 

（なお、平成２１・２２年度は女性特有のがん検診推進事業（子宮頸がん、乳がん）として

実施した。） 
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（４）地域巡回市民講座、がん啓発出前講座 

特定健診・特定保健指導や生活習慣病予防、また、がん検診受診率向上のため、医師・管

理栄養士・保健師による講話やチラシ配布により普及啓発を行った。 

      講話：２回（９８名）  チラシ配布：２１回（２，４６６名）がん検診啓発事業 

 

（５）保健事業に関する調査 

国・県による各種調査、また市町村の資料をとりまとめ、進捗状況の管理及び実施体制   

に対する支援を行っている。 
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３  難病対策事業 

（１）特定疾患治療研究事業 

特定疾患５６疾患について、医療の確立と普及、患者の医療費の負担の軽減を図ることを目的と

して医療受給者証申請・交付を実施している。また、申請等の場を活用して個別相談や家庭訪問に

よる療養指導にも繋げている。 
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（２）難病患者地域支援対策推進事業 

ア 在宅療養支援計画策定・評価事業 

個々の患者等の実態に応じてきめ細かな支援を継続して行うため、保健・医療・福祉にわたり

各種サービス提供の計画を策定、その効果の評価を行っている。 

   

   イ 訪問相談事業                                                                  

在宅療養中の難病患者に対し、健康面及び保健・医療・福祉に関する相談・援助を行い、患者

及び家族のＱＯＬの向上を図っている。 

   

   ウ 医療相談事業 

難病患者・家族の療養上の不安を解消するため、専門の講師による講話や患者・家族同士の交

流の場を設け、難病に関する知識の普及啓発、日常生活の工夫についての助言および療養生活に

おける相談等の支援を行っている。 

 

対象疾患 実施日 内容及び講師 参加者 場所 

H23. 6. 7 座談会、リハビリ体操 ５人 本庁舎 

H23. 6.22 座談会、リハビリ体操 １４人 分庁舎 

H23. 8.25 

講話「パーキンソン病ひとりで悩んでいません

か」  

講師 柳川リハビリテーション病院副院長 

小池 文彦 氏 

５７人 本庁舎 

H23. 9.13 

レクリエーション・表現活動 

「声を出して元気に！」  

講師  牟田 礼子 氏 

８人 本庁舎 

H23. 9.28 

レクリエーション・表現活動 

「声を出して元気に！」 

講師 牟田 礼子 氏 

１１人 分庁舎 

H24. 1.10 

リハビリ指導「パーキンソン病の体操」・座談会 

講師 柳川リハビリテーション病院理学療法室長 

村上 武士 氏 

１２人 本庁舎 

パーキンソ

ン病  

H24. 2.10 

講話「パーキンソン病の治療について」 

講師 姫野病院 神経内科部長  

酒井 徹雄 氏 

３８人 分庁舎 

筋萎縮性側

索硬化症 
H23.10.25 

講話 「筋萎縮性側索硬化症について」 

講師 柳川リハビリテーション 病院副院長  

小池 文彦氏 

１９人 本庁舎 

後縦靱帯骨

化症 
H23.12. 5 

講話「後縦靱帯骨化症の治療について」 

講師 久留米医学部 整形外科学講座 助教  

山田 圭氏 

４４人 本庁舎 

 

（３）難病電話相談事業（難病ホットラインの設置） 

    専用の相談電話により難病患者及び家族の悩みや不安を解消・軽減することにより、患者・ 

家族のＱＯＬの向上を図る。 
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（４）在宅人工呼吸器使用特定疾患患者訪問看護治療研究事業 

  在宅人工呼吸器使用特定疾患患者に対して、診療報酬で定められた回数を超える訪問看護を 

実施することにより、在宅医療の実態把握と訪問看護の方法等に関する研究を目的とし、訪問 

看護ステーションや患者に対し療養上の指導を行っている。 

 

（５）難病従事者等研修会 

難病相談に従事する医療・保健・福祉関係者を対象に、難病に関する知識の普及を行い、今 

後の相談業務の充実を図ることを目的に開催している。 

 

実施日 内容及び講師 参加者 

H23.11.17 

講演１「神経難病の症状に対するケア」 

講師 柳川リハビリテーション病院 副院長 小池 文彦氏 

講演２「難病を取り巻く社会資源」 

講師 福岡県済生会大牟田病院 医療ｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ 室岡 明美氏 

１０９人 

 

 

 

４ 小児慢性特定疾患治療研究事業 

治療が長期間にわたり、医療費の負担も高額となることから、その治療の確立と普及を図ると 

ともに、患者家族の医療負担軽減を行うため、医療費の公費負担に関する申請交付事務を行って 

いる。申請時等には、医療及び日常生活上の問題に関する相談に応じている。 

また、平成１８年度から、ピアカウンセリング事業を実施している。今年度、当所では筑後ブ 

ロック合同で、「小児糖尿病のお子様をもつ保護者の集い」を平成２４年２月に開催した。 

 

                             （平成２４年３月末現在） 

疾患番号 対 象 疾 患 区 分 交 付 数 

０１ 悪性新生物 ４４     

０２ 慢性腎疾患 １４     

０３ 慢性呼吸器疾患 ３     

０４ 慢性心疾患 １９     

０５ 内分泌疾患 ８０     

０６ 膠原病 １７     

０７ 糖尿病 １３     

０８ 先天性代謝異常 １２     

０９ 血友病等血液免疫疾患 ２２     

１０ 神経・筋疾患 ４     

１１ 慢性消化器疾患 １３     

 合計 ２４１     
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５ 肝炎対策 （福岡県肝炎治療特別促進事業） 

肝炎ウイルスは肝がんの主な発症原因であるが、肝炎ウイルスを早期に発見し治療に結びつけ

ることで予防することができる。インターフェロン治療はＢ型及びＣ型肝炎ウイルス、また、核

酸アナログ製剤治療は、Ｂ型肝炎ウイルスの有効な治療方法である。しかし、インターフェロン

治療は月額の治療費が高額であり、核酸アナログ製剤治療は長期間に及ぶ治療によって累積の医

療費が高額となるため、早期治療の推進の妨げになり重要な課題となっている。 

このため、福岡県では平成２０年４月１日から、Ｂ型及びＣ型肝炎ウイルスに感染し、インタ

ーフェロン治療を受ける予定の者（又は治療中の者）に対し、インターフェロン治療に係る医療

費の一部を助成する制度を実施している。また、平成２１年４月１日からは、受給者証の有効期

間延長（６ヶ月）や自己負担限度額認定区分に係る「世帯」の例外的取扱いを実施している。さ

らに、平成２２年４月１日からは、肝炎インターフェロン治療の２回目の制度利用、Ｂ型肝炎ウ

イルスに感染し核酸アナログ製剤治療を受ける予定のもの（又は治療中の者）に対しては、核酸

アナログ製剤治療に係る医療費の一部を助成する制度が開始された。あわせて自己負担限度額の

基準も変更になり、一部、自己負担限度額(月額)が軽減された。 

 

肝炎インターフェロン治療及び核酸アナログ製剤治療受給者証交付者数 

平成 22 年度 平成 23 年度 
インターフェロン アナログ インターフェロン アナログ  

総数 内  訳 新規 更新 総数 内  訳 新規 更新 
新規 34 新規（3 剤以外） 15 
延長 8 3 剤併用 2 

2 回目 2 延長 6 
柳川市 44 

  

40 28 24 

2 回目 1 

5 40 

新規 15 新規（3 剤以外） 10 
延長 4 3 剤併用 0 

2 回目 1 延長 3 
みやま市 20 

  

22 9 13 

2 回目 0 

7 17 

新規 22 新規（3 剤以外） 19 
延長 2 3 剤併用 2 

2 回目 1 延長 2 
大川市 25 

  

13 6 24 

2 回目 1 

4 13 

新規 7 新規（3 剤以外） 5 
延長 0 3 剤併用 1 

2 回目 0 延長 0 
大木町 7 

  

5 3 6 

2 回目 0 

0 5 

新規 25 新規（3 剤以外） 6 
延長 6 3 剤併用 4 

2 回目 0 延長 2 
筑後市 31 

  

33 22 12 

2 回目 0 

3 29 

新規 33 新規（3 剤以外） 24 
延長 7 3 剤併用 5 

2 回目 0 延長 8 
八女市 40 

  

27 23 37 

2 回目 0 

3 28 

新規 11 新規（3 剤以外） 10 
延長 4 3 剤併用 2 

2 回目 8 延長 4 
広川町 23 

  

7 5 17 

2 回目 1 

0 5 

新規 147 新規（3 剤以外） 89 
延長 31 3 剤併用 16 

2 回目 12 延長 25 
計 190 

  

147 96 133 

2 回目 3 

22 137 
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６ 歯科保健 

（１）地域保健関係職員等歯科保健研修 

   歯科保健を中心とした地域保健と職域保健の連携を促進し、歯科保健施策の効果的な推進 

  を図ることを目的としている。 

 

 

（２）特殊歯科保健医療推進事業 

心身障害児（者）等の口腔健康管理の充実を図るため、今年度は歯科健診未実施の障がい

者支援施設等を対象に歯科健診を実施した。 

 

日 時 種  別 場  所 受診者数 要治療者数 

H23.10.26 知的障害者通所授産施設 わかたけ作業所 ２８人 ２０人 

H23.12. 8 障がい者支援施設 慈久園 ５０人 １８人 

 

 

７ 原爆被爆者援護   

原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律に基づき、原爆症認定申請をはじめ、被爆者健康手

帳交付申請、一般疾病医療費支給申請、諸手当支給認定申請の他に、福祉事業の訪問介護利用助

成受給者資格認定申請等を行っている。 

被爆者健康診断については、平成１３年から医療機関委託となり、年２回の健康診断等に関す

る事務を行っている。 

  

被爆者健康手帳交付状況                    （平成２４年３月末現在） 

区分 被爆者健康手帳 健康診断受給証 計 

件数 １５５ ４ １５９ 

       

各種手当支給状況                       （平成２４年３月末現在） 

医療特別手当 特別手当 健康管理手当 保健手当 介護手当 家族介護手当 葬祭料 

４ １ １３８ ３ ０ １ １０ 

 

 

 

 

 

 日 時 内  容 参加者 

本庁舎 H23.10.20 
講話「高齢者の歯科保健と口腔ケアの実際｣ 

講話「口腔ケアの実際」 
３０人 

分庁舎 H23.11.15 

講話「高齢者・障がい者の口腔機能向上、嚥下リハビリ

テーションについて」 

講話「口腔ケアの実際」 

３８人 
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８ 在宅医療推進事業 

地域在宅医療支援センターは平成２０年度に４ヵ所をモデルとして、在宅緩和ケア等について

相談できる窓口として設置され、旧山門保健福祉環境事務所ではモデル事務所として平成２０年

１１月に支援センターを設置した。さらに平成２２年度からは県内９ヵ所すべての保健福祉環境

事務所に事業を拡大し、当事務所においては旧山門地域から管轄地域全体が対象となった。在宅

療養の相談体制の充実強化と合わせ、地域在宅医療の支援体制の構築を図るため南筑後地域在宅

医療推進協議会の開催や、関係者に対する研修会を実施し、在宅緩和ケアの普及啓発並びに関係

機関の連携促進を図っている。 
 

平成２３年度南筑後地域在宅医療推進事業実績 

事 業 取り組みの内容 

関係機関 

ヒアリング 

対象機関：地域包括支援センター４ヵ所、病院１ヵ所、市役所福祉課２ヵ所、 

市役所健康課１ヵ所、訪問看護管理者連絡会４回、ボランティア・自

主グループ４ヶ所、介護支援専門員部会３ヶ所 

＊関係機関に足を運ぶことで情報収集を行うとともに、会合等の情報をキャッ

チし関係機関への啓発を拡大し、連携強化を図った。 

アンケート 

調   査 

○柳川・みやま地域（旧山門管内）５訪問看護ステーションを利用した末期がん

患者についての実態調査（平成１９年４月～平成２２年３月まで） 

＊２年ずつで比較すると、利用者数は６２名から１０８名へと１．７倍に増加

し、訪問看護ステーションへ紹介した管内の医療機関は４病院から１２病院

と３倍に増加していることが分かった。 

○管内１３ヵ所の訪問看護ステーションのサービス提供体制に関する調査 

地域在宅医療支

援センター相談

事業 

○対象：末期がん患者、重症神経難病患者（相談実数３１件、相談延数１１４件） 

○周知･啓発活動・・・リーフレット、ガイドブックの作成と配布 

住民啓発研修  対象：みやま市民生委員、大木町民生委員、みやま市女性倶楽部（計５回） 

従事者 

啓発研修 

〈平成２３年１２月２２日〉場所：八女総合庁舎 

テーマ①「がん治療過程としての緩和ケア～つらさを和らげながらがんと付き合

っていく方法～」講師：ヨコクラ病院 宮崎 卓医師 

テーマ②「在宅での看取りの実際～地域と連携した訪問看護ステーションの取り

組み～」講師：訪問看護ステーションすいせん 猿渡 京子所長   

参加者：医療、保健、介護、福祉、行政関係者 ６３名  

〈平成２４年３月１日〉テーマ「誰でもできるがん疼痛治療～医療用麻薬は怖く

ない！～」講師：久留米大学医学部麻酔学講座・緩和ケアチーム 佐野智美医師 

参加者：５０名（医師会員および所属職員） 場所：柳川･山門医師会館 

訪問看護ステ

ーション等ス

キルアップ研

修会 

〈平成２３年７月１３日、８月２３日 18:00～19:30〉場所：水の郷（柳川市） 

テーマ①「在宅での人工呼吸器管理」参加者２９名 

テーマ②「吸引・アンビューバックの手技、技術指導」参加者２３名 

講師（株）マルコ看護師 中津留康仁氏、大牟田病院臨床工学技士 中岡大昴氏  

〈平成２４年２月１６日 18:00～19:30〉場所：サザンクス筑後 

テーマ③「がん化学療法の看護～在宅でのセルフケア支援～」参加者２３名 

講師 公立八女総合病院 がん化学療法認定看護師 井上 和美氏   

南筑後地域 

在宅医療推進

協議会 

〈平成２３年１０月３１日〉 

委員：４医師会、３歯科医師会、３薬剤師会、４訪問看護ステーション、地域が

ん拠点病院医療連携室、福岡県立大学、オブザーバー：６地域包括支援センター 

＊組織的なシステムを作るため、歯科医師会、薬剤師会は新に地域を拡大した。 

在宅医療が進んできている現状を認識し、課題を共有した。 

情報交換会 

〈平成２３年１０月３１日〉南筑後地域在宅医療推進協議会終了後に実施 

テーマ：「がん末期患者の在宅療養支援における課題」参加者：１６名 

対象：訪問看護ステーション職員、地域包括支援センター職員、がん拠点病院

MSW 

助言者：福岡県立大学 看護学部 尾形 由起子教授、場所：柳川総合庁舎 

事例検討会 ○重症神経難病患者の退院調整会議に出席（２回） 
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９ 高齢者在宅生活移行支援事業 

療養病床入院患者のうち約半数は入院の必要性が低い「社会的入院」とされており（平成１８

年度調査）、退院を希望しても、家族の受け入れの体制の問題や在宅介護・医療サービスの不足

など在宅生活への不安が大きいために退院できない状況にある。 

この事業は、療養病床から在宅生活に移行しようとする入院患者が円滑に在宅生活へ移行し、

必要な医療・介護サービスを受け在宅生活を継続出来るようにすることを目的とし、療養病床を

有する医療機関が、県が作成する「連携シート」等を活用することにより、高齢者が医療機関か

ら退院して在宅に移行する場合などに過不足のないサービスを切れ目なく提供できるよう支援

し、高齢者の退院・在宅移行実現を図るものである。医療機関は保健福祉環境事務所へ連携シー

ト活用数の実績を報告する。       

平成２０年度より県内４モデル圏域（宗像、嘉穂、山門、京築）で事業開始となる。 

平成２２年度から新に対象地区となった八女筑後、大川三潴地域の療養病院に事業の周知を行

い６病院より希望があり、南筑後保健福祉環境事務所管内の対象１５病院のうち協力医療機関は

９病院となった。平成２３年度も引き続き連携シート活用実績報告を継続している。 

 

平成２２・２３年度実績報告（件数）   

＊A,B,C 病院以外の平成２２年度事業開始時期は１０月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施 設 連携シート活用患者数 連携シート活用患者数のうち退院患者数 

 平成２２年度 平成２３年度 平成２２年度 平成２３年度 

A 病院 ７  ２８   ４  ２１    

B 病院 １９２  １７５   １９２  １７５    

C 病院 ２８６  ３２９   ２３２  ３１３    

D 病院 ６  ５５   ５  ３０    

E 病院 １  ２   １  ２    

F 病院 ６１  １４５   ６１  １４５    

G 病院 ３  ８   ３  ８    

H 病院 ０  ０   ０  ０    

I 病院 ３７  ７０   ５７  ６９    

管内計 ５９３  ８１２   ５３３  ７６３    

県合計 １，３１７   １，２０４    
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１０  母子保健 

（１）養育医療給付申請 

養育のため入院を必要とする未熟児に対して適切な措置を講ずるために必要な医療を給付

する。 

入院医療機関は、主に聖マリア病院、久留米大学病院、国立佐賀病院である。 
 

 

（２）乳幼児発達診査事業 

出生等の状況から心身の正常な発達に関して諸問題を有している児や、乳幼児健診及び家庭

訪問等で精神運動発達面及び言語発達面において障害を残すおそれのある乳幼児に対して、市

町村や医療機関との連携のもとに実施した。 

                                            

 本庁舎 八女分庁舎 計 

実施回数   ６   ６ １２ 

実人員 １３ １２ ２５ 
受診者数 

延人員 １８ １７ ３５ 

 

(３）未熟児等訪問事業 

産後の母親のメンタルヘルス支援として、未熟児や新生児訪問時に、「育児支援チェックリ

スト」「エジンバラ産後うつ病質問票（ＥＰＤＳ）」「赤ちゃんへの気持ち質問票」を活用し、

産後うつ病の早期発見に努め、育児不安の軽減、虐待の発生予防に重点を置き、市町村と協力

しながら訪問を行なっている。 

                                                

妊産婦 未熟児 新生児 乳児 幼児 
訪問件数 

実人員 延人員 実人員 延人員 実人員 延人員 実人員 延人員 実人員 延人員 

家庭訪問 ５６ ７１ ５１ ５９   ３ １２   ４   ５   １ １ 

病院訪問    ０    ０    １   ２   ０    ０   ０   ０   ０  ０ 

 

出生時体重 
1000ｇ未

満 
1000～1500ｇ未満 1500～2000ｇ未満 

2000ｇ以

上 
計 

柳 川 市 ３  １ ７ ０ １１ 

八 女 市 １  １ ７ ０ ９ 

筑 後 市 ４ １ ５ １ １１ 

大 川 市 ０ ２ ４ １    ７ 

みやま市 ０ １ ３ ０    ４ 

大 木 町 ０ ０ ４ ０    ４ 

広 川 町 ３ １ １ ０    ５ 

計 １１ ７ ３１ ２ ５１ 
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（４）身体障害児及び慢性疾患児に対するトータルケア事業 

今年度は、子育てに関わる関係者を対象に、ことばの発達の理解を深めることを目的に講演

会を２回実施した。 
 

実施日(実施場所) 講   師 内   容 参加 

H２４.２.３ 

（柳川総合庁舎） 

・講話 

「コミュニケーションの発達と適切な働き

かけについて」 

３９人 

H２４.３.１ 

（柳川総合庁舎） 

国際医療福祉大学大学院 

准教授 

安立多恵子氏 ・講話 

「ことばの発達を促すおもちゃの使い方」 
４２人 

 

（５）不妊治療等支援事業 

不妊治療を希望しているにもかかわらず、経済的負担感を感じている夫婦に対して費用の一

部を助成。平成１６年度から事業が開始され、平成２３年度から１年度目は年３回まで、２年

度目以降２回を限度で通算５年度（通算１０回まで）申請ができることとなった。 
 

年 度 １回目 ２回目 ３回目 計 

平成２２年度 １１３件 ５７件  １７０件 

平成２３年度 １１７件 ５８件 １０件 １８５件 

 

（６）ハイリスク妊産婦支援事業 

妊娠期からリスクのある母親を把握し、産後うつ病を含めた育児等の不安軽減を図ることと、

関係者の資質向上のために研修会を開催することで、関係機関と連携しながら虐待を未然に防

止することを目的としている。今年度は、妊娠期からのケア・サポート事業の一つとして、市

町及び産科医療機関と情報交換や、事例検討を行うなど、ハイリスク妊産婦支援ケース検討連

絡会を２回開催した。 

子育て支援グループ教室は育児の悩みや不安を軽減するため、１５００ｇ未満で出生した

未熟児の育児支援教室「すくすく教室」を３回実施した。 
 

実施日 講 師 内 容 参 加 

H23. 9.14 
運動指導士 

田中もとこ氏 

講話と実技 

「親子でリラクゼーション」 
２２人（１１組） 

H23. 9.28 

Ｎっ子クラブ 

カンガルーの親子代表 

登山万佐子氏 

講話と意見交換 

「先輩ママから学ぶ子育て情報」 
２１人（１０組） 

H23.10.13 
小児科医師 

藤野 浩氏 

講話 

「小さく生まれた子どもの健康」 
１６人（ ８組） 

 

(７）生涯を通じた女性の健康支援事業 

女性は、妊娠・出産の仕組みが備わっており、そのライフステージにおいて女性特有の様々

な支障や心身にわたる悩みを抱えていることが多いため、気軽に相談できるような相談体制を

確立することで、生涯を通じた女性の健康保持を図るものである。当県は１０代の若年人工妊

娠中絶率が平成１９・２０年と全国ワースト１、平成２１・２２年はワースト２であり、全国

の中でも非常に中絶率が高い現状である。今年度は、思春期女性の性の健康について、管内の

小・中学校の校長及び養護教論、市町職員を対象とする研修会を実施した。 

 



29 

 

実施日 

(実施場所) 
講師 内容 参加 

H23.12.27 

（柳川総合庁舎） 

高木病院 産婦人科部長 

小島加代子 氏 

・講話 

「子ども達への啓発 ～いのち・性～」 
３８人 

 

（８）健やか親子フォーラム（福岡県母子保健大会） 

母子保健についての正しい知識の普及と母子保健に対する県民の関心を高めることを目的

に、県内３ブロック地区（福岡・筑豊・筑後）を基点に持ち回りで、今年度は当保健所で開催

した。 
 

実 施 日 

(実施場所) 
内     容 参 加 

H23.11.10 

（柳川総合保健福祉 

センター水の郷） 

テーマ「がんばろう日本！！ 

笑顔と元気を未来の子どもたちのために」 

・式典 

・アトラクション 

・講演 「産み、育てたいと思えるまちづくりをめざして」 

     ～いのちの授業、助産師からのメッセージ～ 

 講師 めぐみ助産院 寺田 恵子氏 

２９４人 
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＜ 精神保健係 ＞ 
 

保健福祉環境事務所は地域における中心的な行政機関として、精神保健福祉活動の中心となり、

精神保健福祉センター・市町村・医療機関・社会福祉関係機関・社会復帰施設等を含めた地域社会

との緊密な連絡協調のもとに、精神障害者の早期治療の促進及び精神障害者の社会復帰及び自立と

社会参加の促進を図るとともに、地域住民の精神的健康の保持向上を図るための諸活動を行ってい

る。 

 

１ 精神医療対策 

（１）措置入院及び医療保護入院 

措置入院についての申請、通報等の受理から入院の決定までの事務及び措置入院や医療保護

入院についての届出や定期病状報告受付等の業務を行っている。平成２１年度からは、従来、

本庁健康増進課が行っていた大牟田市の措置入院の事務等も当所で行っており、通報件数が

年々増加している。  

 

措置入院及び医療保護入院患者数                （平成２３年度） 

管内病院措置入院患者数

（平成２４年３月末現在） 通報件数 
新規措置入院 

患者数 

管内病院医療保護 

入院届出患者数（実数） 

３ 
７２ 

（うち大牟田市３０） 
２８ １３０ 

                                                                 

（２）精神科救急医療システム 

夜間の午後５時～翌日午前９時までと、休日の昼間の午前９時から午後５時までに精神疾

患のために救急医療を必要とする者に対し、迅速かつ適切な医療及び保護を行うために実施し

ている。平成２３年度は、夜間及び休日に１２件の通報があり、うち９件が措置診察を要する

と判断し同システムで対応した。 

 

（３）精神科病院の実地指導 

精神障害者の人権に配慮した適正な精神医療を確保し、精神障害者の社会復帰・社会参加を

促進する観点から、管内４ヵ所の精神科病院に対し実施している。 

       

（４）措置入院及び医療保護入院者の現地診察 

        措置入院者及び医療保護入院者等について、当該病院において知事が指定する現地診察医の

直接診察に立ち会い、入院患者の病状を把握するとともに、入院継続の要否及び措置入院者の

措置解除等についての事務を行っている。 

   

２ 社会復帰対策 

（１）精神障害者地域支援事業 

医療、福祉、行政等の関係機関が連携して精神障害者に対する充実した支援体制を構築する

こと、及び地域で安定した生活を希望する精神障害者への障害福祉サービスの提供等を関係機

関が協力して行うことにより、精神障害者が住み慣れた地域で安心して生活ができるよう支援

を行うことを目的に平成２１年度より実施している。 

平成２３年度は、自立支援関係機関会議を、本庁舎（柳川市・みやま市・大川市・大木町）、

分庁舎（八女市・筑後市・広川町）で各２回と、全体会（管内全市町）を２回開催した。その

中で事例検討や意見交換を行いながら関係機関の連携を図り、また情報提供や関係機関の職員

に対する研修会を行い、精神障害者の地域支援・地域定着における課題を整理し、今後の対策

について協議している。 

本庁舎（１１月・３月） 分庁舎（１１月・３月） 全体会（９月・１２月） 
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（２）社会復帰相談指導事業  

（平成２３年１０月より保健所デイケアからソーシャルクラブへ移行） 

ア デイケア 

回復途上にある精神障害者の社会復帰の促進を図ることを目的として、レクリエーショ

ン、スポーツ、料理、創作等のグループ活動を実施している。関係機関（医療機関、共同

作業所、職親等）と連携しながら、利用者に応じたプログラムでの集団指導、個別指導を

実施している。なお、平成２３年１０月からは、ソーシャルクラブとして実施している。 

 

    保健所デイケア（本庁舎、毎週金曜日）状況 

（３７期：平成２２年１０月～２３年１０月まで） 

実施回数 参加実人員 参加延人員 プ ロ グ ラ ム 内 容 

４９ ８ ２４７ 
ミーティング、スポーツ、手工芸、料理、ＳＳ

Ｔ、自主活動、季節行事、野外活動、健康教室 

  

イ ソーシャルクラブ 

回復途上にある精神障害者に地域の中で安心して過ごせる場の提供を行い、メンバー同士及びボ

ランティアとの交流により、利用者の対人関係改善と社会参加への意欲を高め、自己能力の向上を図

ることを目的としている。 

 

     ソーシャルクラブ（本庁舎、第１～４金曜日）状況 

                     （１期：平成２３年１０月～平成２４年３月まで） 

実施回数 参加実人員 参加延人員 プ ロ グ ラ ム 内 容 

２３ ９ １１８ ミーティング、スポーツ、料理、自主活動 

 

（３）精神保健職親制度社会適応訓練 

         社会復帰対策の一つとして、精神障害者を一定期間、事業経営者である職親に委託（委託

期間は６か月間とし、更新は３年を超えない範囲とする）し、社会復帰適応訓練を行ってい

る。平成２４年３月末現在、管内登録２４事業所のうち２事業所・２名が訓練している。 

 

３ 地域精神保健福祉対策 

（１）精神保健福祉相談事業 

ア 心の健康相談 

一般の精神疾患、アルコールや薬物依存、認知症、思春期等で悩みのある方やその家族等

を対象に定例相談日を設けて専門医による精神保健福祉相談を実施している。 

また、定例相談日に来所できない方には保健師が面接や電話で随時、相談に応じている。 

※ 精神科医師による「心の悩み相談」定例相談日 （平日のみ）  

（本庁舎）第１．２．３．５木曜日  １３：００～１５：００ 

（分庁舎）毎週月曜日        １４：３０～１６：００ 

（大木町保健センター）第２水曜日  １４：００～１５：３０ 

（大川市保健センター）第４水曜日  １４：００～１５：３０ 
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精神保健福祉相談件数と内訳        （平成２３年度） 

内    訳  再 掲 

  一般

精神 

心の

健康 

社会

復帰 

アル 

コール 
薬物 思春期 

老人

精神 

保健 

合計  うつ 
ひき 

こもり 

実数 160 7 2 2 3 1 3 178  3 0 
本庁舎 

延数 184 7 2 2 4 1 3 203  3 0 

実数 67 66 11 9 2 6 2 163  16 13 
分庁舎 

延数 106 85 74 9 33 8 3 318  32 16 

大川 実数 13 23 4 7 0 2 3 52  1 3 

大木 延数 24 28 6 12 0 2 3 75  1 4 

管内 実数 240 96 17 18 5 9 8 393  20 16 

合計 延数 314 120 82 23 37 11 9 596  36 20 

 

電話相談 延件数と内訳  （平成２３年度） 

内    訳   再 掲 

  
一般精神 

心の 

健康 

社会 

復帰 

アルコ

ール 
薬物 思春期 

老人

精神

保健 

合計 
 

うつ 
ひき 

こもり 

本庁舎 1,505 63 166 28 13 17 3 1,795 11 4 

分庁舎 229 66 88 38 30 0 0 451 
 

12 9 

管内合計 1,734 129 254 66 43 17 3 2,246  23 13 

 

（２）保健師による訪問指導 

主として精神障害者本人や家族の相談に応じ、受診指導、生活指導、社会復帰への支援、家

族の役割調整、環境調整等を行っている。緊急対応や処遇困難な事例等の連絡調整が必要な

事例が増えており、精神科病院や市町、相談支援事業所等の担当者と連携を図り支援してい

る。 

 

       訪問指導件数（平成２３年度） 

実 数 ２４８ 

延 数 ３９８ 
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（３）普及、啓発事業等 

ア 心の健康づくり講演会 

地域住民や社会福祉協議会等の依頼に応じ、心の健康の保持増進と精神障害に対する知識の

普及を図り、精神障害がある人もない人も暮らしやすい地域づくりを目的に当所保健師が講師

となり講演会を実施している。 

 

イ 地域住民交流・ふれあい事業 

      精神障害者に対する偏見を無くし精神障害があっても障害の有無を問わず、互いに 

助け合える住み良い地域づくりをめざして、管内の新船小屋病院主催で開始したコンサート活

動を、地域活動支援センターを含めた３者共催で毎年１回開催している。 

 

     平成２３年１２月８日（木）  対象：一般住民、関係機関利用者、職員等 

みやま市瀬高公民館にて 「地域とのふれあいコンサート」 参加者 約３７３人 

 

（４）精神障害者家族会支援 

管内は、みやま市・柳川市精神障害者地域家族会「友和会」、八女地区精神障害者家族会の

２団体があり、総会や研修会等の時に、随時支援している。 

 

４ 自殺対策   

平成１０年に自殺者数が３万人を超え、以後１４年連続して３万人代で推移していることか

ら、国は、自殺の防止、自殺者の親族等に対する支援の充実を図り、国民が健康で生きがいを

もって暮らすことができる社会の実現を目指し、平成１８年１０月「自殺対策基本法」を施行。

翌年６月「自殺総合対策大綱」を策定。 

自殺者の多くは、自殺の直前にうつ病等の精神疾患に罹患しており、相談・支援体制の整備

やうつ病等の早期発見、早期治療により予防が可能といわれることから、相談体制の充実、自

殺予防の講演会等の普及啓発事業を展開している。 

 

（１）心の健康づくり（主に自殺予防）を目的とした講演会 

ア 平成２３年７月１０日（日）対象：柳川市聴覚障害者福祉会 

講話｢うつ病について」 

   講師 当所保健師 

イ 平成２３年８月１０日（水）対象：立花町民生児童委員 

   講話「精神保健について」 

     講師 当所保健師 

ウ 平成２３年８月２２日（月）対象：広川町民生児童委員 

  当所保健師により自殺の現状うつ病について説明 

エ 平成２３年９月６日（火） 対象：一般住民等 

   講話「ギャンブル依存症 ～知ることから始めよう～」 

   講師 桜が丘病院 院長 精神科医師 赤木 健利 氏 

   体験発表「当事者の立場から」 

   講師 ＧＡ久留米グループ メンバー 

オ 平成２３年９月１３日（火） 対象：みやま市民生児童委員  

   当所保健師による講話「自殺対策について」 

カ 平成２３年９月１７日（土)  対象：筑後市「くらしと福祉の学級」 

   当所保健師による講話「身近な人が心の病に・・その時あなたは!?」 

キ 平成２３年９月２０日（火） 対象：一般住民、民生・児童委員、事業所職員等  

柳川市・大川市・みやま市・大木町と共催  

講話「睡眠はこころとからだのバロメーター 

～うつのサインに気づいていますか～」 

講師 久留米大学医学部 神経精神医学講座教授 内村 直尚 氏 



34 

ク 平成２３年９月２９日（木） 対象：一般住民等  

八女市・筑後市・広川町と共催 

  講話「睡眠はこころとからだのバロメーター 

～うつのサイン